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が
国
の
農
業
は
産
業
と
し
て
長

ら
く
停
滞
し
て
い
た
と
考
え
ら

れ
る
が
、
１
９
９
９
年
の
食
料
・
農

業
・
農
村
基
本
法
制
定
の
頃
か
ら
農
業

政
策
の
方
向
性
に
転
換
の
兆
し
が
表
れ

た
。
特
に
第
二
次
安
倍
政
権
以
降
は
、

農
業
を
成
長
産
業
と
す
る
べ
く
様
々
な

改
革
が
試
み
ら
れ
て
い
る
。

「
攻
め
の
農
業
」掲
げ
る

政
府
の
成
長
戦
略

　

こ
う
し
た
動
き
は
、
農
業
協
同
組
合

（
Ｊ
Ａ
）
と
そ
の
金
融
部
門
の
在
り
方

と
も
関
係
が
深
い
。
先
般
も
金
融
部
門

の
再
編
可
能
性
が
報
じ
ら
れ
る
な
ど
、

改
革
は
今
も
進
行
中
だ
。
そ
こ
で
本
連

載
で
は
、
第
二
次
安
倍
政
権
以
降
の
動

き
を
振
り
返
り
、
農
業
お
よ
び
農
業
金

融
の
今
後
の
方
向
性
の
描
写
を
試
み

る
。
第
1
回
で
は
近
年
の
法
改
正
に
関

連
し
た
足
元
の
動
き
を
整
理
す
る
。

●

　

第
二
次
安
倍
政
権
は
、「
攻
め
の
農

林
水
産
業
」
と
い
う
キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー

ズ
を
掲
げ
て
農
業
分
野
の
成
長
戦
略
を

推
進
し
て
い
る
。
そ
の
う
ち
、
農
業
経

営
の
大
規
模
化
・
組
織
化
・
企
業
化
の

促
進
が
「
攻
め
の
農
林
水
産
業
」
の
実

現
可
能
性
を
高
め
る
と
考
え
ら
れ
る
。

本
連
載
で
は
、
こ
う
し
た
農
業
が
組
織

化
さ
れ
て
営
利
的
に
営
ま
れ
る
こ
と
を

「
農
業
の
企
業
化
等
」
と
す
る
。
農
業

の
企
業
化
等
が
進
め
ば
、
事
業
拡
大
を

通
じ
て
資
金
調
達
が
必
要
に
な
る
こ
と

な
ど
か
ら
、
新
た
な
金
融
ビ
ジ
ネ
ス
の

可
能
性
も
生
ま
れ
る
で
あ
ろ
う
。

　

政
府
が
今
年
６
月
に
発
表
し
た
最
新

版
の
成
長
戦
略
「
未
来
投
資
戦
略
２
０

わ

JA改革・農政転換で
変わりゆく農業金融

短期集中連載

大和総研金融調査部
主任研究員　中里幸聖

第
１
回　

第
二
次
安
倍
政
権
下
の
農
業
改
革

土
地
の
集
約
・
組
織
化
で

農
業
の
生
産
性
向
上
を
推
進
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１
７
―
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ 

５
・
０
の

実
現
に
向
け
た
改
革
―
」
で
は
、「
攻

め
の
農
林
水
産
業
の
展
開
」
と
し
て
、

Ｋ
Ｐ
Ｉ
の
進
捗
状
況
と
新
た
に
講
ず
べ

き
具
体
的
施
策
を
示
し
て
い
る
。
そ
の

う
ち
、
次
の
部
分
が
農
業
の
企
業
化
等

に
密
接
に
関
連
し
て
い
る
。

●
Ｋ
Ｐ
Ｉ

・
今
後
10
年
間
（
23
年
ま
で
）
で
全
農

地
面
積
の
８
割
が
担
い
手
に
よ
っ
て
利

用
さ
れ
る
（
13
年
度
末
：
48
・
７
％
）

・
今
後
10
年
間
（
23
年
ま
で
）
で
法
人

経
営
体
数
を
10
年
比
約
４
倍
の
５
万
法

人
と
す
る
（
10
年
：
１
万
２
５
１
１
法

人
）

・
六
次
産
業
化
の
市
場
規
模
を
20
年
度

に
10
兆
円
と
す
る
（
15
年
度
：
５
・
５

兆
円
）

●
具
体
的
施
策

・
生
産
現
場
の
強
化
（
①
農
地
中
間
管

理
機
構
の
機
能
強
化
等
、
③
経
営
体
の

育
成
・
確
保
の
た
め
の
環
境
整
備
、
④

外
部
か
ら
の
人
材
・
知
見
の
取
込
み
）

・
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
全
体
の
付
加
価

値
の
向
上
（
①
多
様
な
デ
ー
タ
に
基
づ

く
農
業
へ
の
転
換
、
②
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ

ー
ン
の
高
度
化
、
③
６
次
産
業
化
の
推

進
、
④
規
格
・
認
証
、
知
的
財
産
の
戦

略
的
推
進
）

企
業
化
等
を
通
じ
て

農
業
の
組
織
化
を
促
進

●
拡
大
傾
向
に
あ
る
担
い
手
の
利
用
面

積
シ
ェ
ア

　

農
業
の
企
業
化
等
が
進
展
す
る
に

は
、
利
用
し
や
す
い
農
地
の
拡
大
が
鍵

に
な
る
と
考
え
る
。
組
織
的
か
つ
営
利

目
的
で
経
営
す
る
際
、
あ
る
程
度
の
規

模
が
あ
っ
た
ほ
う
が
展
開
の
幅
が
広
が

る
か
ら
だ
。
だ
が
、
戦
後
の
わ
が
国
の

農
業
は
、
小
規
模
家
族
経
営
の
農
業
が

中
心
で
あ
っ
た
、
さ
ら
に
同
一
所
有
者

の
農
地
が
分
散
し
て
所
在
し
て
い
る
地

域
が
あ
る
―
―
な
ど
の
事
情
か
ら
、
ま

と
ま
っ
た
大
規
模
な
農
地
を
確
保
し
づ

ら
い
状
況
が
続
い
て
い
た
。

　

こ
う
し
た
状
況
に
対
応
す
る
た
め
、

現
在
は
13
年
成
立
の
「
農
地
中
間
管
理

事
業
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ

き
、
全
都
道
府
県
に
一
つ
ず
つ
、
第
三

セ
ク
タ
ー
と
し
て
の
農
地
中
間
管
理
機

構
（
農
地
集
積
バ
ン
ク
）
が
指
定
さ
れ

て
い
る
。
農
地
集
積
バ
ン
ク
は
、
地
域

内
に
分
散
し
た
農
地
を
集
約
し
て
ま
と

ま
り
の
あ
る
形
と
し
た
う
え
で
、「
担

い
手
」
に
転
貸
す
る
機
能
を
持
つ
。
こ

こ
で
い
う
「
担
い
手
」
は
、
地
域
の
中

心
と
な
る
経
営
体
を
指
す
。
法
人
経

営
、
大
規
模
家
族
経
営
、
集
落
営
農
、

企
業
な
ど
が
当
面
の
担
い
手
の
主
力
と

な
る
と
想
定
さ
れ
て
い
る
。

　

農
地
集
積
バ
ン
ク
は
、
農
地
集
約
の

実
効
性
向
上
を
図
っ
た
の
が
特
徴
だ
。

従
来
か
ら
農
地
集
約
等
の
必
要
性
は
認

識
さ
れ
て
お
り
、
農
地
保
有
合
理
化
法

人
が
農
地
の
集
積
・
集
約
事
業
を
担
っ

て
い
た
。
し
か
し
、
①
農
地
の
取
引
は

売
買
が
中
心
、
②
個
々
の
相
対
協
議
が

前
提
、
③
財
政
支
援
が
不
十
分
―
―
な

ど
の
要
因
に
よ
り
実
績
は
低
調
だ
っ

た
。

　

一
方
、
農
地
集
積
バ
ン
ク
は
①
リ
ー

ス
方
式
中
心
、
②
地
域
関
係
者
の
話
し

合
い
に
よ
る
「
人
・
農
地
プ
ラ
ン
」
の

作
成
・
見
直
し
と
セ
ッ
ト
、
③
財
政
支

援
を
充
実
―
―
な
ど
に
よ
り
農
地
集
約

等
の
実
効
性
向
上
を
図
っ
て
い
る
。

　

農
地
集
積
バ
ン
ク
が
創
設
さ
れ
て
以

降
、
担
い
手
の
利
用
面
積
の
シ
ェ
ア
は

拡
大
し
て
い
る
（
図
表
１
）。
担
い
手

図表１　担い手の利用面積と全農地に占めるシェア

（注）農地中間管理機構以外によるものを含む
（出所）農林水産省より大和総研作成

の
農
地
の
利
用
面
積
は
16

年
度
末
で
約
２
４
１
万
ha

で
、
前
年
度
末
に
比
べ
て

約
６
万
ha
増
え
た
。
こ
れ

は
全
農
地
面
積
の
54
％
を

占
め
て
い
る
。
た
だ
し
、

先
に
述
べ
た
成
長
戦
略
に

お
け
る
23
年
ま
で
に
シ
ェ

ア
８
割
と
い
う
目
標
達
成

に
は
、
農
地
集
約
な
ど
の

さ
ら
な
る
加
速
が
必
要
と

さ
れ
て
い
る
。

●
農
業
委
員
会
等
の
見
直

し
と
農
地
集
積
バ
ン
ク

　

農
地
集
積
バ
ン
ク
の
動

向
は
、
農
林
水
産
省
の
公
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表
資
料
「
平
成
28
年
度
の
担
い
手
へ
の

農
地
集
積
の
状
況
」
で
報
告
さ
れ
て
い

る
。
農
地
集
積
バ
ン
ク
が
農
地
集
約
等

の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
今
後
の
取

組
み
が
紹
介
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
一
つ

と
し
て
「
農
業
委
員
会
改
革
と
連
動
し

た
地
域
の
推
進
体
制
の
強
化
」
が
挙
げ

ら
れ
て
い
る
。

　

農
業
委
員
会
と
は
、「
農
業
委
員
会

等
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、
農
業

生
産
力
の
増
進
や
農
業
経
営
の
合
理
化

を
図
る
た
め
、
市
町
村
に
設
置
さ
れ
る

15
年
の
法
改
正
に
よ
り
、「
農
地
等
の

利
用
の
最
適
化
の
推
進
」
が
主
た
る
使

命
で
あ
る
こ
と
が
明
確
化
さ
れ
た
。
こ

の
場
合
の
最
適
化
と
は
、
担
い
手
へ
の

農
地
利
用
の
集
積
・
集
約
化
、
遊
休
農

地
の
発
生
防
止
・
解
消
、
新
規
参
入
の

促
進
―
―
を
意
味
し
て
い
る
。
そ
の
事

務
推
進
の
た
め
、
農
業
委
員
会
が
農
地

利
用
最
適
化
推
進
委
員
を
委
嘱
で
き
る

制
度
が
新
設
さ
れ
て
い
る
。

　

農
業
委
員
会
は
、
農
地
集
積
バ
ン
ク

と
直
接
組
織
的
な
関
係
が
あ
る
わ
け
で

は
な
い
。
た
だ
し
、
農
地
利
用
を
最
適

化
す
る
た
め
に
担
い
手
へ
の
農
地
利
用

の
集
積
・
集
約
化
を
実
現
す
る
仕
掛
け

が
農
地
集
積
バ
ン
ク
と
い
え
る
。
こ
の

た
め
、
農
業
委
員
会
、
農
地
利
用
最
適

化
推
進
委
員
、
農
地
集
積
バ
ン
ク
の
積

極
的
な
連
携
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

●
農
地
を
所
有
で
き
る
法
人
の
見
直
し

と
農
業
の
企
業
化
等

　

農
業
の
企
業
化
等
の
進
展
に
は
、
既

存
の
農
業
者
に
よ
る
企
業
的
経
営
の
深

化
と
は
別
に
、
一
般
企
業
が
農
業
に
参

入
す
る
方
向
が
考
え
ら
れ
る
。

　

現
状
で
は
一
般
企
業
は
農
地
を
所
有

で
き
な
い
。
た
だ
し
、
09
年
の
農
地
法

改
正
に
よ
り
、
賃
借
で
あ
れ
ば
一
般
企

業
も
全
国
ど
こ
で
も
農
業
参
入
が
可
能

と
な
っ
て
い
る
。
農
地
を
利
用
し
て
農

業
経
営
を
行
う
一
般
企
業
は
着
実
に
増

加
し
て
い
る
が
（
図
表
２
）、
さ
ら
に

一
般
企
業
の
農
地
所
有
に
道
を
開
く
こ

と
が
期
待
さ
れ
る
。
な
お
、
農
地
の
農

業
以
外
の
用
途
へ
の
転
用
を
防
止
す
る

手
段
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

15
年
の
法
改
正
に
よ
り
、
農
地
を
所

有
で
き
る
要
件
を
満
た
す
法
人
の
農
地

法
上
の
呼
称
を
「
農
業
生
産
法
人
」
か

ら
「
農
地
所
有
適
格
法
人
」
に
変
更
す

る
こ
と
に
な
っ
た
。
ま
た
、
農
地
所
有

適
格
法
人
の
議
決
権
要
件
や
役
員
要
件

な
ど
は
農
業
生
産
法
人
よ
り
も
緩
和
さ

れ
た
。
具
体
的
に
は
、
農
業
関
係
者
以

外
の
構
成
員
に
つ
い
て
、
議
決
権
は
４

分
の
１
以
下
か
ら
２
分
の
１
未
満
に
引

き
上
げ
ら
れ
、「
法
人
と
継
続
的
取
引

関
係
を
有
す
る
関
連
事
業
者
等
」
と
い

う
限
定
が
撤
廃
さ
れ
た
。
ま
だ
一
般
企

業
が
農
地
を
保
有
で
き
る
状
況
と
は
言

い
難
い
が
、
前
進
で
は
あ
る
。

農
業
振
興
を
よ
り
重
視
し
た

Ｊ
Ａ
法
改
正

●
Ｊ
Ａ
法
改
正
の
概
要

　

15
年
の
通
常
国
会
で
成
立
し
た
「
農

業
協
同
組
合
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

等
の
法
律
」
は
、「
地
域
農
協
が
、
自

由
な
経
済
活
動
を
行
い
、
農
業
所
得
の

向
上
に
全
力
投
球
で
き
る
よ
う
に
す

る
」「
連
合
会
・
中
央
会
が
、
地
域
農

協
の
自
由
な
経
済
活
動
を
適
切
に
サ
ポ

ー
ト
す
る
」（
農
林
水
産
省
「
農
業
協

同
組
合
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の

法
律
案
の
概
要
」
よ
り
）
こ
と
が
主
要

な
目
的
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、「
農

業
委
員
会
等
に
関
す
る
法
律
の
改
正
」

や
「
農
地
法
の
改
正
」
な
ど
前
述
し
た

組
織
で
あ
る
。
従
来
の
農
業
委
員

は
公
選
制
だ
っ
た
が
、
選
挙
や
審

議
の
形
骸
化
、
新
規
参
入
の
障

壁
、
緩
慢
な
事
務
処
理
な
ど
の
課

題
が
あ
っ
た
。
こ
の
た
め
、
15
年

の
法
改
正
に
よ
り
、
市
町
村
長
が

議
会
の
同
意
を
得
て
認
定
農
業
者

等
を
任
命
す
る
形
に
変
更
さ
れ

た
。
農
業
の
活
性
化
に
意
欲
あ
る

委
員
が
任
命
さ
れ
や
す
く
な
る
と

期
待
さ
れ
る
。

農
地
集
積
バ
ン
ク
の

さ
ら
な
る
活
用
が
課
題

　

農
業
委
員
会
の
所
掌
事
務
は
時

代
に
合
わ
せ
て
変
化
し
て
お
り
、

図表２　一般法人の農業参入の動向

（注）「特例有限会社」は、2006年の会社法施行以前に有限会社であっ
て、同法施行後も基本的には従前によるものとされる株式会社

（出所）農林水産省より大和総研作成
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農
業
の
企
業
化
等
を
促
進
す
る
動
き
に

関
連
す
る
法
改
正
も
含
ん
で
い
る
。

　

こ
の
農
業
協
同
組
合
法
（
以
下
、
Ｊ

Ａ
法
）
改
正
で
は
、
地
域
農
協
に
つ
い

て
①
責
任
あ
る
経
営
体
制
（
理
事
の
過

半
数
を
認
定
農
業
者
や
農
産
物
販
売
等

の
プ
ロ
と
す
る
規
定
）、
②
経
営
目
的

の
明
確
化
（
農
業
者
の
所
得
の
増
大
を

目
的
と
す
る
な
ど
の
規
定
）、
③
農
業

者
に
選
ば
れ
る
農
協
（
農
業
者
に
事
業

利
用
を
強
制
し
て
は
な
ら
な
い
こ
と
を

規
定
）
―
―
な
ど
、
農
業
者
の
た
め
の

農
協
と
い
う
本
来
使
命
の
再
強
化
と
い

っ
た
側
面
を
強
く
打
ち
出
し
て
い
る
。

地
域
農
協
の
組
織
の
一
部
を
株
式
会
社

や
生
協
に
組
織
変
更
で
き
る
規
定
も
定

め
て
い
る
。

「
代
表
・
調
整
・
指
導
事
業
」
を
受
け

持
つ
Ｊ
Ａ
全
中
に
つ
い
て
は
、
特
別
認

可
法
人
か
ら
一
般
社
団
法
人
に
移
行

し
、
組
合
の
意
見
の
代
表
、
総
合
調
整

な
ど
を
行
う
組
織
と
す
る
こ
と
と
な
っ

た
。
ま
た
、
農
協
に
対
す
る
全
中
監
査

の
義
務
付
け
は
廃
止
し
、
公
認
会
計
士

監
査
を
義
務
付
け
る
こ
と
と
な
っ
て
い

る
（
業
務
監
査
は
任
意
）。

　

な
お
、
都
道
府
県
段
階
の
Ｊ
Ａ
中
央

会
は
、
特
別
認
可
法
人
か
ら
農
協
連
合

会
（
自
律
的
な
組
織
）
に
移
行
し
、
経

営
相
談
・
監
査
、
意
見
の
代
表
、
総
合

調
整
な
ど
を
行
う
こ
と
と
な
っ
た
。

　

こ
れ
ら
は
い
ず
れ
も
19
年
９
月
末
ま

で
の
移
行
期
間
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

経
済
事
業
を
実
施
し
て
い
る
Ｊ
Ａ
全
農

に
つ
い
て
は
、
株
式
会
社
に
組
織
変
更

で
き
る
規
定
を
置
い
て
い
る
。

　

Ｊ
Ａ
法
と
は
別
に
、
政
府
の
農
林
水

産
業
・
地
域
の
活
力
創
造
本
部
は
「
農

林
水
産
業
・
地
域
の
活
力
創
造
プ
ラ

ン
」
の
改
訂
を
16
年
11
月
に
本
部
決
定

し
、
農
産
物
の
販
売
に
つ
い
て
、
生
産

者
が
有
利
に
な
る
こ
と
や
生
産
資
材
価

格
の
引
下
げ
と
い
っ
た
課
題
に
つ
い

て
、
Ｊ
Ａ
全
農
や
地
域
農
協
の
自
主
的

な
取
組
み
を
求
め
て
い
る
。
自
由
民
主

党
の
農
林
部
会
で
も
同
様
の
議
論
が
行

わ
れ
て
い
た
。

　

こ
れ
ら
を
反
映
し
て
「
良
質
か
つ
低

廉
な
農
業
資
材
の
供
給
」「
農
産
物
流

通
等
の
合
理
化
」
に
関
し
て
国
が
講
ず

べ
き
施
策
等
を
規
定
し
た
「
農
業
競
争

力
強
化
支
援
法
」
が
、
17
年
の
通
常
国

会
で
成
立
し
て
い
る
。
前
出
の
「
未
来

投
資
戦
略
２
０
１
７
」
の
Ｋ
Ｐ
Ｉ
で

は
、「
今
後
10
年
間
（
23
年
ま
で
）
で

資
材
・
流
通
面
等
で
の
産
業
界
の
努
力

も
反
映
し
て
担
い
手
の
コ
メ
の
生
産
コ

ス
ト
を
11
年
全
国
平
均
比
４
割
削
減
す

る
（
11
年
産
：
１
万
６
０
０
１
円
／
60 

kg
）」
と
し
て
い
る
。

政
府
の
施
策
に
呼
応
し

改
革
プ
ラ
ン
を
掲
げ
る
Ｊ
Ａ

●
Ｊ
Ａ
側
の
対
応

　

こ
う
し
た
政
府
の
施
策
を
受
け
て
、

Ｊ
Ａ
側
も
対
応
を
進
め
て
き
た
。

　

Ｊ
Ａ
全
中
「
第
27
回
Ｊ
Ａ
全
国
大
会

　

組
合
員
説
明
資
料
（
Ｐ
Ｒ
版
）　

創

造
的
自
己
改
革
へ
の
挑
戦
」（
平
成
27

年
10
月
）
に
よ
れ
ば
、「
Ｊ
Ａ
は
、
組

合
員
が
出
資
・
運
営
し
、
自
ら
が
必
要

と
す
る
事
業
の
利
用
を
目
的
と
す
る
協

同
組
合
」
で
あ
り
、
自
己
の
改
革
は
自

身
で
進
め
る
と
い
う
姿
勢
で
あ
る
。
同

資
料
で
は
、
担
い
手
経
営
体
の
ニ
ー
ズ

に
応
え
る
個
別
対
応
、
付
加
価
値
の
増

大
と
新
た
な
需
要
開
拓
へ
の
挑
戦
、
生

産
資
材
価
格
の
引
下
げ
と
低
コ
ス
ト
生

産
技
術
の
確
立
・
普
及
な
ど
を
自
己
改

革
と
し
て
掲
げ
て
い
る
。

　

ま
た
、
Ｊ
Ａ
全
農
「『
農
林
水
産

業
・
地
域
の
活
力
創
造
プ
ラ
ン
』
に
係

る
本
会
の
対
応
」（
17
年
３
月
）
で

は
、
販
売
事
業
、
生
産
資
材
事
業
の
具

体
的
な
数
値
目
標
を
掲
げ
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
は
、
15
年
の
Ｊ
Ａ
法
改
正
や

関
連
す
る
政
府
・
与
党
な
ど
の
議
論
と

同
じ
方
向
性
と
な
っ
て
い
る
。
一
連
の

施
策
の
実
現
可
能
性
を
高
め
る
た
め
、

政
府
・
与
党
も
Ｊ
Ａ
と
の
議
論
を
続
け

つ
つ
様
々
な
改
革
を
打
ち
出
し
て
い
る

と
い
え
る
。
日
本
の
農
林
水
産
業
に
影

響
が
大
き
い
Ｊ
Ａ
の
こ
う
し
た
動
き
か

ら
、
日
本
の
農
業
が
確
実
に
競
争
力
の

あ
る
産
業
に
変
わ
る
こ
と
が
期
待
で
き

る
と
考
え
て
い
る
。

　

次
回
は
、
信
用
事
業
を
含
め
た
Ｊ
Ａ

の
動
向
に
つ
い
て
詳
述
し
た
い
。
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